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超高齢化社会における暮らしとまちづくりの多様な接近「地域包括ケア」と生活協同組合

■□ 第３分科会

私たちは福島から何を学ぶか
　～人間の幸福と生き方を問う

上掛 利博（京都府立大学公共政策学部教授）

はじめに～本質をつかむ～

　早川篤雄さんは、福島県楢葉町の 600 年
の歴史がある寺の住職、高校の先生として
高教組で活躍、原発が導入された 70 年代
前後から反対運動をされ、東京電力の火力
発電導入に際し、４大公害裁判闘争から「住
民自身が研究会や学習会を組織して勉強し
なければいけない」ことを学び、被害をだ
さないための予防闘争をされてきたこと、
また、コメントの安斎育郎先生は、早川さ
んと住民の学習会の講師をされ、福島原発
の事故後は毎月のように現地に入って放射
線量を測定し、浜通り医療生協の工藤史雄
さんの娘さんが通う保育園の除染活動など
も指導されている、という３者のつながり
についての紹介が、コーディネーターの久
保建夫さんからあった。
　東日本大震災の地震と津波と原発の被害
から４年たち、被災地に共通する願いは「忘
れてほしくない」ことであり、「帰還宣言」
で揺れ動く避難者の気持ちや暮らしの実態
から、人間の幸福（well-being）のための「生
き方」が問われていると考えて、福島から
学び続けたいと思っている。今回、福島の
問題を取り上げるに際して、「いちばん大
事な問題は何か」「本質をつかむ」という
観点から議論したいと思う。
　昨日のシンポジウムでは、「歴史」が大
事ということが話された。地域の歴史、人

びとの歴史、一人ひとりの歴史、それらを
ふまえて「どう生きるのか」「どういう関
係をつくるか」という問題に取り組むこと、
あるいは生協が「運動」としてやらなけれ
ばならないことは何か、ということが問い
かけられた。私たちの暮らしが「経済や効
率だけではない」ことを考えなければとい
うことから、「生活文化の向上」の問題を
私はシンポで提起した。というのは、帰還
宣言が出されても、水道や電気が通っただ
けでは人間の生活は成り立たないから。
　「くらし」のためには何が必要か。そこ
をきちんと捉えて生活の再建ができるよう
支える仕組みができないと、「ここまでは
帰還できる」という線引きによって、新た
な分断と差別が生まれかねないからだ。
　お年寄りが「孫を見る喜びを絶たれた」
と聞いた。お孫さんに「また来てね」と言
いながら小遣いを渡し笑顔を見る、それを
励みにしてきた「くらし」を原発事故は奪っ
てしまった。人間の幸福を理不尽にも壊し
ている現状は何なのか、ということを考え
させられるが、「相手はわかってやってい
る」という本質を見ぬかねばならない。福
島では、津波や震災で亡くなった方よりも、
原発事故の「関連死」のほうが多い。　
　医療生協の工藤さんからは、「避難指示
解除になってよかったというような話では
ない。相手は巧みに差をつけて、それを利
用している。そのなかに、人間の持つ最も
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ダメな部分を助長する仕掛けがある、とい
う話を聞いた。それは“妬む”気持ちで、「あ
の人はこれだけ賠償金をもらったのに私に
はない」とか、「この道の向こう側は補償
があるのに、こちらはない」「いわき市に
住んでいる人には少ないが、避難してきた
人には多い」という声があげられるなか、
足の引っ張り合いやお金に対する依存、そ
して仮設の周りに新しい住宅が建ち、新築
に住んでいる人にも仮設の人にも苦しみを
与え続けている現実がある。
　三上智恵「沖縄のいくさにとどめを」（『世
界』2015 年７月号）は、沖縄の人たちの「今
年しむ月や戦場ぬ止み　沖縄ぬ思い世界に
語らん」（今年 11 月の知事選挙は戦争に終
止符を打つ時だ。その沖縄の決意を世界中
に語ろうじゃないか）という思い、　今の
日本は 1カ月前と比べても、急激に音をた
てて軍事国家への道を転がり落ちていると
いう危機感から映画『戦場（いくさば）ぬ
止（とぅどぅ）み』を完成させたという。
漁業権でお金を得た沖縄の人も拒否した人
も、生活の重みを負って暮らしていること
を描いている。沖縄と福島の状況は共通し
ていると思う。これを「くらし」の問題と
して捉えて、考え、学んで、新しい生き方
を問いたい。そういう思いから、この分科
会を設定した（以下、報告の内容や発言は
上掛の責任でまとめた）。

１．「帰還政策」下で真の
　復興とは何か

早川篤雄（福島原発避難者訴訟原告団長）
　福島県が発表した避難者数は、事故か
ら１年２カ月後の 2012 年５月、県内避難
９万 7620 人、県外避難６万 2038 人の合計
15 万 9658 人で、これがピークとされてい

る。しかし、自主避難者を含めるともっと
多い方が避難されている。正確な調査が行
われず、把握のしようがない。
　避難指示が出された区域は２市７町３村
の 12 市町村で、そこには 21 万人が居住し
ていた。この 12 市町村は、避難指示から
１年後に、積算線量により３つに分割され
た。年間20ミリシーベルト以下は「避難指
示解除準備区域」、20～ 50ミリシーベルト
は「居住制限区域」、50ミリシーベルト以
上は「帰還困難区域」。この線引きが疑問も
なく受け取られている。その辺から思考停
止させられている問題がある、と言いたい。
　この３区分の人口総数は、６万 7000 世
帯、８万 9000 人。この区域がこれから先
どうなるのか。避難させられ、５年目になっ
ても、仮設住宅・借り上げ住宅で仮の生活
を続けている住民にとっては、死活問題だ。
自主避難者はもちろん、避難したくてもで
きなかった多くの県民にとっても、深刻な
問題がある。政府は、福島の復興とか再生
と言うが、実際は被災地・住民の“切り捨
て”が行われている。
　私の住む楢葉町は「避難指示解除準備区
域」とされ、避難指示解除の先頭を切らさ
れている。「ふるさとへの帰還に向けた準
備のための宿泊」（準備宿泊）が４月から
行われて、私も準備宿泊中だ。準備宿泊の
ために町民懇談会が開かれ、そのときに配
布された資料、①「福島第一原発の廃炉・
汚染水対策の状況について」と、②「福島
第一原子力発電所の現状と廃炉に向けた取
組み」もいろいろ問題があるが、③「楢葉
町の復興に向けた取組について」という資
料は、なんと内閣府原子力被災者生活支援
チームが作成している。そのなかで問題が
ある部分を紹介する。「楢葉町の復興に向
けた取組の進捗状況を総合的に判断した結
果、準備宿泊を開始した」とあり、「総合的」
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ということで、水道水がどうインフラがど
うと並べているが、問題が多々ある。ある
いは、避難指示解除は「戻りたい」と考え
ている住民の方々の帰還を可能にするとあ
るが、「えっ？」と考えてしまう。
　「解除は、以下の３点を踏まえ、国（原
子力災害対策本部）が行う」とされている。
①空間線量率で推定された積算線量が 20
ミリシーベルト以下、②日常生活に必須な
インフラや生活関連サービスが概ね復旧
し、子どもの生活環境を中心とする除染が
十分に進捗、③県、市町村、住民との協議
である。①の 20 ミリシーベルト以下とい
う条件には問題がある。②も屋敷から 20
メートル以内を除染して測った数値を判断
基準にしている。③については、「帰還す
るしないは、一人ひとりの判断で、強制さ
れるものではない」「解除されても国によ
るさまざまな支援策が終了するわけではな
い」とされているが、住民は、これをその
まま受け取れない。実際にやられているこ
とは全然違う。６月 13 日の各紙は、「政府・
東京電力、福島第一原発事故からの復興指
針の改定を閣議決定」と報じた。その要点
は、「避難指示解除準備区域」「居住制限区
域」の避難指示を 2017 年３月までに解除
する。東電が支払っている慰謝料はこの先
３年分を一括して支払い、その後は切り捨
てというもの。避難指示解除準備区域の住
民懇談会で配られた資料とは、話が違う。
　６月 17 日に政府は楢葉町役場に対して、
一方的に「避難指示をお盆前までに解除し
たい」と打診してきた。そう言いながら、
６月 19 日～ 28 日まで第２回住民懇談会を
行っている。私は第１回懇談会で「総合的
に判断するなら、解除できる状況にない」
と具体例を挙げて言い、第２回懇談会で「前
回、お盆前の解除なんて全然言ってなかっ
た」と問いただすと、「あれは誤報です。

そういう意向があるということで決めたわ
けではない」という言い訳をしました。
　これなら復興と言えると思う表現は、福
島復興再生特別措置法の以下の文言だ。
　「第１条　この法律は、原子力災害によ
り深刻かつ多大な被害を受けた福島の復興
及び再生が、その置かれた特殊な諸事情と
これまで原子力政策を推進してきたことに
伴う国の社会的責任を踏まえて行われるべ
きものであることに鑑み…復興の円滑かつ
迅速な推進と活力ある日本の再生に資す
る」。　「第２条　原子力災害からの福島の
復興及び再生は…安心して暮らし、子ども
を生み育てることができる環境を実現する
…２．住民一人一人が災害を乗り越えて豊
かな人生を送ることができるようにするこ
とを旨とし…３．施策は、地方公共団体の
自主性及び自立性を尊重し…４．地域のコ
ミュニティの維持に配慮して講ぜられなけ
ればならない。５．施策が講ぜられるに当
たっては、放射性物質による汚染の状況及
び人の健康への影響…に関する正確な情報
の提供に特に留意されなければならない」。
もし、このとおりにやってもらえるのであれ
ば、原発の危険性は別にして「復興」と言える。
　福島県は、事故後の 2011 年８月 11 日に
復興ビジョンを策定した。そこには、「原
子力に依存しない、安全・安心で、持続的
に発展可能な社会づくりを基本理念の第一
とする」と書かれている。原発に協力して
きた福島がそう宣言した。
　2011 年６月に「復興への提言～悲惨の
なかの希望」という東日本大震災復興構想
会議が出した文書でも、第７原則で「福島
の大地がよみがえるときまで、大震災から
の復興は終わらない」と書かれている。政
府が設けた復興構想会議がそう言ってい
る。また、東京電力も、「福島の復興に向
けた取り組みの深化…福島の県民の皆さま
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の苦しみを忘れずに共に再生するため、地
元に密着して責任を全うし、地域復興に貢
献…親身・親切な賠償の徹底・深化を図る」
（2012 年 11 月「改革集中実施アクション
プラン」）と宣言している。
　原子力に依存しないというのは、福島県
民の総意。だから、我々は「第二原発も廃
炉にして」と再々要求しているが、東電福
島復興本社代表の石崎副社長は「現段階で
は未定だ」と繰り返している。広瀬社長は
「立地町の議会による決議や県民全体の意
思は十分認識している。しかし、会社とし
ての見解は変わらない。国のエネルギー政
策を踏まえて存廃を判断する」（2014 年１
月）と言っている。国はというと、福島県
議会全員協議会（2014 年８月）に呼ばれ、
環境省・復興庁など４省庁から 15 人が出
席した場で、県議会が「福島第二原発の廃
炉を国が判断すべきだ」と要求したのに対
し、「事業者である東京電力が判断する」と、
これまでどおりの発言を繰り返した。
　東京電力の言い分の真意がわかったの
は、2015 年４月に資源エネルギー庁の「長
期エネルギー需給見通し・骨子（案）」が
発表されたとき。ここでは、2030 年時点
の電源構成において、原発の比率を 20 ～
22％としている。この比率は、現在ある
43 基の原発に加えて、中国電力の島根原
発３号、東電の東通原発１号、電源開発の
大間原発の新増設を見込んだ数字。しかも、
築 40 年を超える老朽原発のうち 10 基以上
を運転しなければ、この比率は達成できな
い。福島第二原発の４基もここに含まれる。
　爆発した４つの原発の収束工程は 30 ～
40 年と言われ、「１～４号機の廃止措置に
向けた中長期ロードマップ」が発表された。
そこに「廃止措置終了までの期間 30 ～ 40
年後…必要な技術開発、制度の整備、廃棄
物処分の見通しが得られていることを前提

に解体作業を行う」と書かれているが、こ
れは不可能だ。大量にある溶融燃料をどう
するのか。ロードマップに「廃棄物処分の
見通しが得られていることを前提」とある
ように、「処理」だけでなく「処分」も含
めてだから誰が考えても不可能だ。東京電
力に「予定では？」と詰めると、広報担当
者は「そのとおりです」と正直に認めた。
　また、避難指示が出されている市町村に
対して復興庁がやっている意向調査の項目
に「避難指示が解除されたら戻るか」とい
う質問がある。楢葉町の場合「すぐ戻る」
は 9.6％で、「戻らない」と答えた住民は
22.9％（2014 年）。問題は、20 ～ 40 代の
人で「戻る」と答えている住民が 2～ 3％
しかいないことで、70 歳以上では 12％近
くの人が「戻る」と答えているが、この人
たちは 30 年たつと死に絶えている。
　第一原発がある大熊町や双葉町になると
「戻らない」が大多数で、今後も「戻らない」
が増える。この地域全体を考えた場合、「復
興」というのはあるのか？「復興」を言う
のなら、こういう現実を直視しなければな
らない。楢葉町の場合、家・屋敷から 20
メートル以内を除染した結果、0.23 マイク
ロシーベルト以下を示したモニタリングポ
ストは 32％だ（2014 年７～ 11 月）。除染
した範囲でもこういう状態で、20 メート
ルを越えるとたちどころに２～３倍だ。
　　　　　　　　　＊
　福島原発事故の被害者・福島県民が奪わ
れたものを、あえてひとことで言うならば
「それまでの人生のすべてを奪われた」と
いうこと。幸福を願って誰もが真摯に生き
てきた、それをすべて奪われてしまった。
震災関連死は、この３月で 1888 人、自殺
者は 63 人。「真の復興」という場合、地域
やインフラの復興もあるが、もうひとつ「人
間の復興」ということがある。私たちは、
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避難者訴訟の目的のひとつに「人間の尊厳
の回復」を挙げて「勝つまでやる」という
意志を持っている。
　最後にみなさんに訴えたいことは、福島
の原発事故は、とんでもない甚大な被害で、
いつになったら収まるのかもわからない状
態だが、原発事故で想定されるものとして
は「ヒヤリ・ハット」段階のものではなかっ
たか。もし、福島原発事故を教訓にしなかっ
たならば、今度こそ日本全体が吹っ飛ぶよ
うな壊滅的な被害をもたらす事故を起こす
のではないかということ。
　私たちは、チェルノブイリ原発事故の後、
全国の住民組織が立ち上がって「原発問題
住民運動全国連絡センター」を組織して活
動してきた。92 年に『原発大事故、次は
日本』というパンフレットを出したが、そ
のとおりになってしまった。この中身を「事
故情報を共有しないか」というかたちで毎
年、電気事業連合会や政府に訴えてきたが、
すべて聞き捨てにされ、ついに私どもが予
告したとおりになった。このまま行けば「原
発大事故、次も日本」となってしまう。こ
れは何としても防がねばならない。

２．「東日本大震災から４年
　　～福島の今」

工藤史雄（浜通り医療生協組織部主任）
　福島の原発事故について、まず指摘した
いのは「日本史上最大の公害」というこ
と。避難者の数、被害面積、被害額、回復
までに要する時間、どれをとっても日本の
歴史上これほどの規模で起こった公害はな
い。避難者数では、震災関連死が直接死を
上回った。一昨日の時点で、直接死 1603
人に対して、関連死の認定を受けたのは
2146 人。自死は 64 人。避難者も震災関連

死の人も自死した人も被害者で、これを「震
災関連死」と呼んでいいのか、「原発事故
関連死」だという声も出て、地元の『福島
民報』は「原発事故関連死」と表記している。
　被害面積については、帰還困難区域（立
ち入りに許可が必要）、居住制限区域（日
中のみ立ち入り可能）、避難指示解除準備
区域（日中のみ立ち入り可能）は、人が住
めない地域で、約 1000 平方キロメートル
ある。これは「東京都の約半分」、京都に
当てはめると京都駅を中心に半径 18 キロ
メートルで、北は京北町、南は城陽市、東
は草津市、西は亀岡市辺りまで入る。これ
だけの土地に人が住むことができない。
　被害額に至っては、いくらになるのか、
どうやって算定するのか、わかりません。
いまでも新しい被害が出続けており、算定
のしようがないが、東京電力のホームペー
ジには今まで支払った賠償金の額が載って
いる。それによると５兆円を超えた。福島
県内の市町村は、「東京電力の事故のせい
で、これだけ損害が出た」という請求書を
出しているが、そのうち東電が支払った額
は２％だと言われている。それでも５兆
円。財務省の幹部は「全部を被害と認めた
ら 100 兆円あっても足りない」と言った。
　さらに、「時間的な損害」がある。元に
戻るまでにどれだけの時間がかかるのか。
第一原発が廃炉になるまで、うまくいって
も30～40年かかる。あの場所が平らになっ
て復興と言えるのか。被害が回復したと言
えるのか。もう元どおりの土地には戻らな
い。私たちは、「故郷の喪失・劣化」とい
う新しい概念を主張している。健康被害と
か金銭的な損害といった、これまでの「損
害賠償」とは違う概念だ。
　私はいわき市民なので「いわき市民訴訟」
を起こしているが、早川さんは避難を強い
られているので「避難者訴訟」を起こして
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いる。先日ようやく、その訴訟の証人尋問
が始まりまった（本人から話を聴くまでに、
なんで４年もかかるのと思う）。代々続く
農家の女性は、飼っていた牛が餓死したり
殺処分に立ち会わねばならず、「ふるさと
を奪われた気持ちは、何と表現したらいい
かわからない」と話した。生活のすべて、
自分の帰るべきよりどころ、それをすべて
奪われた。しかも、将来の見通しもつかな
いで、30 年後いったいどれだけの人が残っ
ているというのか？「避難」というかたち
で現在の生活を奪われ、故郷を失い過去を
奪われた。さらに未来も奪われ、すべてを
奪われた。これが福島の被害である。
　私たちは、重い決断を迫られた。「福島
で暮らし続ける」という決断をした人、「す
べてを捨てて避難する」という選択をした
人がいる。私の病院でも、子どもを連れて
スッといなくなった職員がいる。あの爆発
の映像を見たら、その気持ちがわかる。避
難するかどうかが原因で離婚したという話
も聞く。世代間でも差があって、じいちゃ
ん、ばあちゃんは「戻りたい」と言い、若
夫婦は「絶対に戻らない」と言う。これま
で一軒の家で幸せに暮らしていた人たち
が、バラバラになっている。
　経済的損害は、今も発生し続けている。
風評被害にあえぐ観光業、元に戻らない農
業、再開すらままならない林業・漁業とい
う現状がある。「福島県産の野菜を買おう」
とキャンペーンをしているが、元どおりに
はなっていない。いわき市には小名浜とい
う大きな漁港があって、震災前は２万トン
の水揚げがあり、44 億円の水揚げ高だっ
た。試験操業や遠洋漁業で 2013 年度は
3000 トンの水揚げがあり回復率は 17％だ
が、水揚げ高は４億 9000 万円で回復率は
11％だ。つまり値段がつかない。いわき市
は全国有数のかまぼこの産地で、使ってい

る魚はほとんど輸入魚、地場の魚でかまぼ
こを作っているところはないのだが、震災
後「福島のかまぼこ」ということで、輸入
魚で作っていたかまぼこが売れなくなった。
林業の方はもっと悲惨。山林は除染の対象に
なっていないので、山に入ることができない。
　観光業は、2010 年度に 1000 万人の観光
交流人口があった。いわき市民はほぼ元ど
おりの生活をしているが、現在の観光交流
人口は７割程。観光業にとって、お客さん
が３割少ないのは厳しい。経費は余計にか
かり、検査などいろいろな対策経費、営業
経費も余計にかかるのでかなり厳しい。
　　　　　　　　　＊
　のしかかる不安もさまざま。まず、健康
上の不安。ふだん浴びている放射線で癌に
ならないことは知っている。レントゲンの
ほうがよほど多くの放射線を浴びる。でも、
低線量被曝の問題がある。１万人に１人か、
10 万人に１人かわからないけれど、確実
にリスクが上がっている。その 10 万人に
１人がもしうちの子だったら…。この不安
は、やっぱり拭えない。福島県の 18 歳以
下の子どもは全員、甲状腺の検査を受けた。
今のところ福島県で特に数値が上がってい
ない。もともと、小児で甲状腺がんが見つ
かるのは非常にまれなケースだが、５年後
10 年後にどうなるかはわからない。２巡
目の検査が始まっているが、受診率はガタ
落ち。毎年のデータの積み重ねが後に生き
てくるわけで、10年後に「もしかして、こ
のしこりは…」となってエコー検査を受けて
も、前のデータがないので事故との関連性
がわからないということにもなりかねない。
　食品の安全性にも不安がある。医療生協
にも月に 100 件以上「うちの野菜を食べて
も良いか」という測定依頼が来る。線量は
だいぶ下がってきた。たとえば、タケノコ
は、震災の翌年はほとんどアウトだった
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が、去年は基準値以下のものが出るように
なり、今年になると基準値を超えるほうが
稀になってきた。逆にいえば、だんだん意
識が低下して、「もう大丈夫」という感じ
になっている危険がある。
　このような不安を常に抱えながら生活し
なければならないことから来るストレスが
非常に大きい。避難者がたくさん来て、い
わき市民のなかでもストレスから来る体調
不良の増加が報告されている。漁に出られ
ない漁師がアルコール依存症になった事例
もある。私の病院の外来数は、震災前は１
日 120 人だが、今は 160 ～ 170 人と医療・
福祉の需要は増えている。逆に、医療の供
給側は減っている。看護師が子どもを連れ
て避難したということもあって、労災病院
では１病棟を閉めた。医療生協でも、介護
士が集まらずショートステイを休止した。
　保育士も足らない。うちの病院でも、震
災後、子どもを預けられないので職員の育
児休業を特別延長しなければいけないとい
う事態が発生している。労働需要が高まっ
ているなか、保育士をやるよりファスト
フードで働くほうが稼げるからだ。
　海や山で思いっきり遊ぶことができなく
なって、子どもたちの発育に多大な影響が
出ている。震災から２カ月経って、私は子
どもをいわき市に戻した。「親と子がバラ
バラにいるリスクのほうが、放射線のリス
クよりも高い」と考えたからだ。子どもに
外で遊ぶことを制限していない。放射線が
危ないといって、外で遊ばせないリスクの
ほうが、子どもの発育や将来に与える影響
は大きいと判断した。しかし、「汚染水が
漏れているのに、海で遊ばせていいのか」
と心配されるお母さんもいる。「毎日測定
している」と言われても不安を抱えざるを
得ない。せっかく野菜を作っても「うちの
子には食べさせない」と息子夫婦から言わ

れているお年寄りもいる。急速に進む高齢
化も深刻で、若い世代がスッポリいないの
で、全国に類を見ないスピードで高齢化が
進行している。
　「将来への不安」もある。たとえば「ま
た大きな地震が来るかも」という不安。こ
の間はあれで収まったが、もう一回来たら
どうなるのか。「廃炉というけれど順調に
進むのか。本当に 30 ～ 40 年で平らになる
のか」という不安、終りの見えない生活か
ら来るストレスもある。
　将来受けるかもしれない差別への不安も
ある。20 年後にうちの子が「結婚したい」
と言ったとき、「あのとき福島にいた子で
しょ？」と言われるかもしれない。実際、
福島に住んでいた人の結婚が破談になった
という話も聞く。県民集会で、「私たちは
子どもを産んでもいいのですか？」と女子
高校生が発言した。そういう不安が福島県
民にのしかかっている。
　それらを回復する手段として賠償がある
が、「損害賠償は、すでに発生した損害に
対するものなので、これから起こるかもし
れない不安には出せない」というのが裁判
所の立場。だから、将来への不安は損害賠
償の対象に入っていない。
　会津地方を除く福島県全域に１人８万
円、子どもと妊婦には 40 万円の賠償金が
出た。「少なすぎる」という非難を浴びて
追加で４万円（子どもと妊婦は 12 万円）
を出したが、問題は「誰が８万円と決めた
か」という点。自分で高圧洗浄機を買い、
除染のためにかかった費用を計算し、線量
計も買って合計８万円という請求書を書い
たわけではない。国と東電が総額を決めて、
それを頭割りしたら１人８万円になったと
いうだけの話だ。
　特に被害のなかったいわき市民と、津波
で家を失った市民、双葉郡からの避難者と、
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津波で家をやられたうえ原発で追い出され
てきた人たちが渾然一体となって生活して
いる。そこに、さまざまな企業の応援社員、
特に住宅メーカーや土木関係の社員がたく
さん入っている。原発の作業員として働い
ている人も多く住んでいる。避難者には、
医療費の窓口負担が無料になったり、１人
月 10 万円の損害賠償が出ていたり、生活
再建・移住へのさまざまなお金が出る。そ
のこともあって、2014 年と 15 年のいわき
市の地価上昇率は全国１位になった。住宅
地の地価は 1.5 ～ 2 倍に上がっている。労
働単価も上がって、いわき市全域で人手不
足が起きて、特に復興関連産業の労働市場
が高騰している。医療生協でも、退職した
ヘルパーが除染の仕事に就いた例がある。
　そういうなか、悲しい事件が起きている。
市役所に「被災者帰れ」という落書きがさ
れた。仮設住宅で、自動車のフロントガラ
スが割られ、花火が打ち込まれた事件もあ
る。「避難者がいるから病院が混む」と言
われ、当事者からは「針のむしろに座って
いるようだ」という訴えがなされている。
双葉にいたときは、庭の世話など何かしら
やることがあったけれども、仮設住宅では
ただテレビを見ているしかない。「散歩で
も行くか」と思っても、近所の目が突き刺
さるような気がする、と。
　あるいは、賠償金をもらって金銭感覚が
狂い、生活そのものが破綻した事例もある。
パチンコ漬けになった人、賠償金と将来の
不安からアルコールに走ってしまう人もい
る。これは、いわき市民の「民度が低い」
からではない。市民の間に残る反感につけ
込む人がいる。環境の激変についていけな
いストレスが避難者に向いてしまう。さら
に、腹立たしいことに、「賠償金を支払い
続けることで、避難者の勤労意欲が低下し
ている」と加害者の東電が言い出した。

　自分たちの鬱憤が弱い人に向けられる。
この性質が利用されている。苦しい生活を
している人が、より弱い立場の人に怒りを
向ける。だからこそ、私たちは「本当の敵
を見誤らないこと」を主張している。そこ
を乗り越える相互理解が第一。いわきの市
民も、双葉がどうなっているか見ていない
人がほとんど。避難者の人は、賠償金のな
かからローンを払い生活費を払っているの
に、市民のなかには、それ以外に 10 万円
もらっていると思っている人もいる。私た
ちは、噂話に流されない正しい理解が必要
だし、現状を自分の目で見てほしいと思っ
て、県外からの見学者だけでなく、いわき
市民向けにも視察をしている。どんな状態
かを知ってもらうと、「避難者は…」と言っ
ていた人も言わなくなる。また、「共働き」
ということで、仮設住宅の人と地域の人が一
緒に土手の草刈りをしたりお祭をすること
で、お互いの溝を埋め、はからずも同じ地
域で暮らすことになった人たち同士の理解
を深めていけるのではないかと考えている。
　それとともに、自らの被害回復を求める
ことが大切ということで、私たちは「いわ
き市民訴訟」を起こした。いわきの人の損
害が回復されなければ、避難者の人に目が
向かないと考えるからだ。「いわき市民訴
訟」の原告団長の伊東達也さんは、「いわ
き市民訴訟と避難者訴訟は、車の両輪であ
る」と言っている。両方がなければ、いわ
き市民の間に分断が起きて裁判は成功しな
くなってしまう。スタートラインに立つた
めに市民訴訟をやろうという話をしてい
る。「西村一郎『協同の力でいのち輝け』」（合
同出版）という本に、浜通り医療生協の取
り組みが載っている。「いわきと双葉のか
けはしに」というスローガンで健康まつり
をやり、双葉の人たちに出店や出し物で参
加してもらう。単に「お客さん」として来
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てもらうのではなく、「みんなで一緒につ
くりましょう」というスタイルにしている。
　福島のことは無かったことにして、オリ
ンピックに向かいたい人もいる。それに負
けないように、福島を忘れないでいてもら
うことが、私たちが今いちばん求めている
支援のかたちだ。

３．コメント

安斎育郎（立命館大学名誉教授）
　福島原発で大事な点を話したい。ひとつ
は、事故を起こした原発の中がどうなって
いるのか誰も知らないこと。原発災害の特
徴は、現場を見に行けない。そこでロボッ
トを利用した。人間は７シーベルトを浴び
ると１カ月で急性放射線障害で死ぬ。ロ
ボット映像では、１時間あたり 20 シーベ
ルトを超える状況だった。今後も見に行け
ないので、ロボットで得た断片的な情報か
ら、どういう対策を取る必要があるかを推
定によって進めざるを得ない。これが最も
深刻な、原発事故固有の問題だ。
　２つめは、廃炉に約半世紀かかるとされ
ているが、本当に半世紀で済むかどうかわ
からない。原発の中で溶け落ちた核燃料が
どうなっているか５年近く経ってもわかっ
ていない。10 年以上かかる。溶け落ちた
核燃料を取り出す技術がないので、その開
発にまた 10 年かかり、実際に取り出すの
にはさらに 10 年はかかる。全部は取りき
れないので、強烈な放射能が残った原子炉
施設をコンクリートで埋めて石棺状態にす
るのにまた 10 年はゆうにかかるので、半
世紀かかるというのは当然の推定だ。半世
紀の廃炉作業を担うための技術や知識を
持った技術者も必要だが、その養成ができ
ていない。のべ何百万人という単位で必要に

なる労働力の確保もままならない状況だ。
　３つめは、汚染水や除染廃棄物の処分の
見通しが立っていないこと。福島原発の山
側はもともと川が流れていたが、その流れ
を変えて原発の敷地を造ったものの、地下
の伏流水の流れは変えられないので、未だ
に１日 800 ～ 1000 トンの地下水が原発の
敷地に流れ込んで、そのうち 300 ～ 350 ト
ンが壊れた原発内に入り汚染水となってい
るので、汲み上げて 1000 を超えるタンク
に溜めている。また、除染すると土をはじ
めとした放射性廃棄物が出るが、今はそれ
を仮置き場に置いていて、国はこれを「全
部１箇所に集め、30 年後には県外に移す」
とまるで沖縄と同じことを言っている。し
かし、セシウム 137 という放射性物質は、
30 年経っても放射能は半分しか減らない。
10 分の１に減るのに 100 年かかる代物。
それを、事故と直接かかわりを持たない他の
県が喜んで引き受ける展望はまったくない。
　４つめは、健康不安のなかで、展望のな
い避難生活を 10 万人以上の人がいまだに
強いられているということ。仕事を奪われ、
家族がバラバラになり、それまで受けてい
た医療も十分に受けられないという、たい
へん困難な状況下に置かれている。
　５つめには、福島県民や被災者に対する
差別や偏見や風評被害が、非常に強いかた
ちで出ていること。現場に行くと、放射能
のレベルが極端に高いところと、除染をし
て下がっているところとの“ムラ”が存在
している。「ホットスポット」と呼ばれる
放射能の著しいたまり場が散見される。放
射能は目に見えないので実際に測定して見
立ててみることが大事。放射能レベルが高
いのかわからないまま生活するのは、当然、
不安に満ちたものになる。
　環境省は、年間 20 ミリシーベルトの被
曝に相当する１時間あたり 3.8 マイクロ
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シーベルトを超えているかどうかで、避難
勧奨地点に指定するかどうかを決めるが、
この基準は、いま私たちがいる部屋の放射
線レベルの 50 倍以上だ。環境省は、なん
とか避難勧奨地点を解除しなければなら
ないので、東京電力のボランティアが来
て、庭先の放射線レベルのきわめて高い場
所（屋根の軒先から土が落ちてきてる場所）
の土をほじって袋に入れ、３メートル先の道
路脇に置くことで、庭先は3.8マイクロシー
ベルトを下回ったので避難勧奨地点を解除し
た。しかし、放射能が庭先から３メートル先
に移動しただけだから「安全な環境になった」
とは言えない。そんなことが行われている。
　今、人が住んでいる福島県下は、不幸中
の幸い被曝線量が極端に高いわけではない
ことを押さえておかないと、「福島＝被曝。
だから付き合わないほうがいい。結婚しな
いほうがいい。子どもを産まないほうがい
い」ということに結びつきかねない。平均
的な日本人は、１年間に外部被曝が 0.6 ミ
リシーベルト、内部被曝（食べ物を通じて
浴びる放射線）が 1.6 ミリシーベルト、合
わせて年間 2.2 ミリシーベルトを浴びてい
る。京都は平均すると関東地方よりも自然
放射能が高いので、私は年間 2.3 ミリシー
ベルトを浴びている。福島学院大学の佐藤
理教授に線量計を着けて測ってもらった
ら、私と同じ年間 2.3 ミリシーベルト。福
島市内の「さくら保育園」で、150 人の園
児や保育者や保護者を対象に１年間、被
曝線量を測ったが、2.3 ミリシーベルトで、
私と同じだった。
　フランスは、地中の天然の放射線レベル
が高いので、平均して年間約４ミリシーベ
ルト、スウェーデンが約６ミリシーベル
ト、フィンランドは約８ミリシーベルトだ
から、福島で原発事故に遭った人は、北欧
諸国の自然放射能による被曝などに比べる

と低いレベルで収まっている。
　私は、75 歳で大腸の内視鏡手術をして、
腹腔内のCTスキャンやレントゲン撮影を
やったが、そのときに浴びた被曝線量は４
日間で 15 ミリシーベルト、とてつもない
レベル。日本人は、医療被曝が好きな国民
で、日本人の医療被曝の平均は年間 3.5 ミ
リシーベルトだから、自然放射能による被
曝の 2.2 ミリシーベルトと比べても高い被
曝をしているが、誰もさほど気にしていな
い。ですから、きちんとした放射能リテラ
シーを普及して、「事態をあなどらず、過
度に恐れず、理性的に怖がる」という難し
いことをやらないといけない。
　６つめに、放射線レベルはべらぼうに高
いわけではないが、故郷に帰れない状況が
ある。年間 20 ミリシーベルトという数値
はとても高いレベルで、私などはとても認
められない基準。現在、放射線影響学の
分野でわかっているところでは、100 ミリ
シーベルト浴びるとがんで死ぬ人が 0.5％
増えると言われている。日本人の 100 人中
30 人はがんで死んでいるから、100 人が
100 ミリシーベルトずつ浴びたら、がんで
死ぬ割合は、30 人から 30.5 人に増えるこ
とになる。100 ミリシーベルトは、帰還で
きるとされている 20 ミリシーベルトの５
年分に当たる。５年で 100 ミリシーベルト
に達するのを、私は好ましいとは思わない。
当面の目標は年間１ミリシーベルト。１ミ
リシーベルトにすると、100 年間で 100 ミ
リシーベルトになる。人間が一生浴びたと
しても影響のあるレベルに達するまでに死
ぬ、という程度ならいいかもしれませんが、
20 ミリシーベルトは多すぎる。
　放射能のレベルだけで帰還できるわけで
はない。被災者の一般的心情は、「帰って
も若者が帰らない」というなか、村の消費
生活や仕事、あるいは代々担ってきた祭り
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が担えなくなるから、「とてもじゃないけ
ど、ふるさとが復興するとか再生するとい
うことは当面あり得ない」と言うものだ。
これから 300 年経てば、放射能は放ってお
いても 1000 分の１に減るけれども、その
間にふるさとの村や町の存在自体がなくな
る可能性がある。東京オリンピックなんて、
やっている場合ではない。
　こういう事態を考えると、福島の問題は
人類史的な問題がわれわれの目の前で起
こっていると言える。支配する側からは、
内輪もめをさせておくのがいちばん支配し
やすいので、内部対立の原因をいろいろ放
り込む。それに気づかないでいると、「補
償をもらった人／もらわない人」「逃げた
人／逃げなかった人」という区別がだんだ
ん感情的な対立になって、それが差別や偏
見となり、人間的な関係が損なわれて、声
をひとつにして反対運動に取り組むどころ
ではなくなる。これではいけないので、原
水爆禁止運動の歴史にも学びながら、われ
われは３つの旗印（放射能被害根絶、脱原
発依存、被災者援護連帯）を掲げて歩んで
いきたいと思う。
　小泉純一郎元総理がフィンランドの廃棄
物処分場を見て「原発反対」を言っている。
彼は「10 万年先の問題」という説明を受
けて驚いた。しかし、プルトニウム 239
という放射性廃棄物は、10 万年経っても
10 分の１にしかならない。半減期は２万
4400 年。10 万年前といえば、ネアンデル
タール人が住んでいた時代。原発を使うと
いう選択は、数百、数千世代先の子々孫々
に何のメリットも残さず、負の遺産だけを
残すが、その将来世代は原発を使うかどう
かの選択に加わることができない。だから、
われわれは「時を超えた民主主義」を厳正
に執行する立場から、緊張感をもってエネ
ルギー政策を選び取っていく必要があるし、

福島からも緊張感をもって学ぶ必要がある。

４．意見交換

　コープあいちの向井忍さんから、①今後
同じように避難しなければならない事態が
起こったとき、孤立状態の方の分断された
状況などに地域住民としてどう関わるかを
考えると、放射線量の問題だけではないこ
と、②一人ひとり個別的に違う状況に応じ
て、その方の気持ちを理解し、そこに寄り
添って支援する以外にないが、いちばん大
事なのは、その人たちが自分の気持ちを乗
り越えて、一歩前に進めるような「人間的
な関係」をつくることではないか、③工藤
さんの「同等の補償」は望ましいと思うが、
もっと重要なのは「社会的なアクセス」で
はないか。敵の本質をちゃんと見て分断さ
れないだけでなく、「自ら回復するための
独自の努力」というのも必要ではないか。
協同組合や地域が、一人ひとりの困難をど
うやって協同で乗り越えるか、という問題
の立て方について深めなければいけないの
ではないか。たとえば、賠償金に差がある
のなら、お金をみんなで拠出して基金をつ
くるとか、そういう知恵を出すのが難しい
のであるなら、そのことも直視し考えなが
ら、私たちは次の一歩を踏み出さなければ
ならない、という提起があった。
　工藤さんからは、①公害総行動の支援を
受けて裁判闘争をしており、公害総行動は
水俣をはじめとした各地の公害闘争のなか
で勝利和解をしたとき、和解金の一部を
次に起こる公害のために積み立ててきた。
私たちも和解か勝訴をした暁には、その
10％を原告団と公害総行動に払い、それを
基金に次の裁判に使ってもらうことにして
いる。②問題は、いわき市民がどうしてそ
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ういう感情を持ってしまうかなので、私た
ちは被害の全体像をしっかりさせて、「故
郷を失った」「孫が野菜を食べてくれない」
といったこともすべて被害なので、それを
しっかり主張することで次のステップにい
けると考えている。③福島市の放射線量は
いわき市よりもずっと高いので、賠償金は
いわきの額より高くなって当然。南相馬の
ように、避難指示にならなくても生活その
ものができなくなり、自ら避難せざるを得
なくなった人たちもいる。今のままだと福
島県民は十把一絡げで一律８万円となって
いるので、これでは被害の本当の姿は見え
てこない。④補償金がドンと出てしまった
ら不幸になってしまうのではないかという
不安もあり、ただ単にお金の問題ではなく
「生活を元に戻して」と訴えている。この
裁判は、被害を明らかにすることに意味が
ある。それによって賠償額がどれだけ大き
いかが明らかになれば、国も東電も「原発
はやめよう」となる、と応えた。
　早川さんは、地震が起きたとき「原発が
大丈夫なはずは絶対にない。とんでもない
ことになった」と頭が真っ白になったが、
防災無線は「津波警報が出ているから避難
して」と繰り返すだけで、原発の話しは全
く出てこず情報は一切なかった。12 日の
朝になって突然「全町民は避難して」とい
う放送があったが、東京電力や県から自治
体に情報が入って避難となったわけではな
い。すべて自治体の長が判断して避難した。
全部バラバラになって、体育館にいつまで
もいるわけにはいかないということで、つ
てを頼って全国 47 都道府県に散った。少
しずつ仮設住宅などで集まったが、おおよ
そ町ごとではあるけれども、集落ごとでは
ないのでバラバラのまま。しかも、いつ帰
れるのかわからない。スリーマイル島の事
故があったときから、住民運動をやってい

た私たちは「福島原発の事故の避難計画を
立てなければいけない」と話し合い、「最
終的には“移住計画”でなければならない」
という方針を出した。避難計画は、孤立状
態を防ぐ対策など、さまざまなことを考え
て立てなければならない。ところが、実際
の避難計画は、規制基準にも入らず、自治
体に丸投げされた、との補足がありました。
　千葉の高橋晴雄さんからは、①「原発大
事故、次も日本」という点に本質があると
思うが、それなら市民の力で包囲する以外
になく日本国民全体の問題、②「避難して
から地獄が始まる」ということも日本国民
みんなが知っているわけではないので、国
民が本当に知るために何ができるのかとい
うことを考えなければいけない、③千葉県
には福島から約 3400 人の方が避難し、埼
玉には 5000 人ぐらいが避難してきている。
各地で避難した人たちの声を聴く取り組み
をやって、差別を受け始めている経験を集
め、ちゃんと知るのがいちばんいい。当事
者は全国に散らばっているのですから、そ
ばにいる人たちを支援しながら、同時に、
その人たちの声を聴くという仕組みを本気
で考えないと「日本国民みんなの問題」に
ならない、という提起がなされた。
（他に３人の方から発言をいただいた。）
　　　　　　　　＊
　最後に、報告者から〆の発言があった。
　安斎さんは、原発については、ヒヤリ・
ハットしてからでは遅いので、早川さんと
1970 年代の初頭から浜通りの原発反対運
動をやってきた。この国が基本的にはアメ
リカの対日エネルギー・食料戦略に基づい
て国民総動員体制を築いてきたという歴史
的・構造的な問題があるので、そこに気づ
いた上で、われわれが主権者として、どの
ような未来のエネルギーや食料生活のあり
方を選び取るのかがいちばん大事だ。した

第３分科会
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がって、沖縄の問題や原発の問題を個々に
捉えるのではなく、この国のあり方を規定
している日米同盟の視点から考える必要が
あると、問題の本質を強調した。
　工藤さんは、37 歳の自分が福島第一原
発の廃炉を見届けるギリギリ最後の世代
だ。そういう世代として、これを伝えてい
かなければならない使命を負ったと思うこ
と、福島の人間は、福島に生まれることを
選んだわけではないが、福島に生まれた以
上、この福島の姿を伝えていく歴史的な使
命を負ったと思っている、と述べた。
　早川さんは、①東京電力が福島原子力発
電所の建設を発表したのは、1968 年１月
１日の新聞で、住民、町民、県民が誰も知
らないうちに、「日本一の原子力発電基地、
新しい電源方法、楽しみな相双地区の将
来」という記事が載り、71 年３月 26 日に
第一原発１号機が運転を開始したが、その
半年前から燃料棒を挿入して試験操業をし
た段階からとんでもない事故を起こしてい
たこと。また、アメリカで緊急炉心冷却装
置に欠陥があることが判明したという記事
が新聞に載って住民運動が始まり、安斎先
生の書かれた裁判の訴状のなかに、「原子
力発電は、全体のシステムとして安全でな
ければならない。そうでない原発からつく
りだす電力は、人間の健康な生存に必要な
発電を成したとは言えない」という指摘が
あり、「これだ！」と思ってずっと反原発
運動をやってきた。②私の寺では避難以来
36 人の方が亡くなられた。檀家が 130 軒
という小さな寺でです。その 36 人のうち
27 人が 80 歳以上でした。「戦後 70 年」の
今年、仮設や借り上げ住宅で亡くなって、
まともな葬式ができない人がおられる。こ
の人たちは、戦前・戦中の時期に命を受け、
あるいは少年期・青年期を過ごして、戦後、
食うや食わずのなかで子育てをして、やっ

と孫の顔を見て、それを心の支えに生きて
きた方たちなのです。ところが、また再び、
国策の犠牲になって最期を迎えておられる。
これは非常に悲しいことです、と結ばれた。

おわりに～歴史と個別性～

　私は、まとめとして次の５点を述べた。
　第１に、「故郷を奪われる」ということ
をどう考え、「暮らしを再建する」ことは
どういうことかを学んで、「帰るべきより
どころとなる故郷がない」というときの故
郷＝地域には、そこに暮らす一人ひとりの
人間として「個別性がある」ということを
知って、このことが「みんなの幸せ」を求
める福祉を考える上で重要だとわかった。
　第２に、福島を訪ねたとき、仮設住宅内
に店を出している夫婦２組（八百屋さんと
魚屋さん）に会ったとき、お顔が本当に生
き生きとされていて、「仕事や役割がある
ということが、人間が生きる上で大事だ」
と実感した。暮らしやまちをつくるとき、
そうした職場や仕事や役割があることが、
人間にとってとても大切だと思えた。
　第３に、福祉の問題とも共通するが、「タ
ダだったら、なんぼでも利用する」という
のでなく、何がその人にとって必要なのか
見極めなければならない。「単なるお金の
問題ではない」という論点が出されたよう
に、お金は必要でもあるし、人間をだめに
する恐れもある。そこを見極めることが重
要で、そうでないと他人を妬んだり、足引っ
張りをしたり、お金や他者に依存したりと
いう人間のダメな部分を助長しかねない。
なので、人間関係を通じ「人間の生きる意
欲や個性」を引き出し、それを社会につな
ぐことをやっていく必要がある。この点は、
「一人ひとり個別的に違う」という本年の
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シンポのテーマとして論じてきたことと重
なる。多様な人間を対象として「良い仕事」
をするためには、「柔軟で創意工夫にあふ
れた取り組み」が求められる。
　第４は、「人間の誇り」をどう考えるか。
役場で働いている人たちが、住民から感謝
されないなかで、とても疲れて働いておら
れた。原発労働者には、震災前からピンハ
ネなど問題があったが、それがいっそうひ
どくなっている。暴力団が入って“たこ部
屋”のような状況があり、現場に技術のな
い者が入って来ざるを得ない状況になって
いる。下請けで使い捨てるのではなく、東
電の社員として処遇し、現場できちんとし
た仕事をしてもらわないと、安全に廃炉作
業を進めることはできない。「働くもの」
の視点から、人間の誇りを忘れない運動を
進めなくてはならないのではないか。
　第５は、「学習」についてで、私たちは
学ばなければいけないし、政府や東電にも
学ばさせなければならない。そのために
は、やはり運動が必要。安斎先生が「時を
超えた民主主義」を言われたが、「時を超
える民主主義」を考えて、次の世代にどう
いう未来を渡していくかを考えなければな
らない。「人間の幸福と生き方を問う」と
いうことでこの分科会を設定したが、その
ためには「学ぶ人間性」を大事にしていく
ことが不可欠だ。「時を超える」というの
は、いま政府が人文・社会科学系の学問を
つぶしたがっているのとまったく反対の方
向で、歴史を大事にして未来を見通し、自
ら考える「深い学習」によって次の世代を
育てていくことであり、協同組合はこのこ
とに運動として取り組んでいく必要がある
のではないかと考えさせられた。
　　　　　　　　　＊
　久保さんから、①「過去も、現在の生活も、
未来も奪われた」とは、どういうことだろ

うかと考えると、今の生活や未来の生活が
奪われたというのはわかるが、「過去も奪
われた」ということの重みを思った。原発
災害は、そういう問題を鋭くわれわれに突
きつけてきたのではないか。
　②生協は「学習する組織である」を謳っ
ているので、日本の政府や東京電力のよう
に「学習しない組織」にならないよう、今
後、組合員の暮らしに関わるいろいろな問
題も含め、地域社会の現在や未来だけでな
く、過去の暮らしや伝統を大事にしていく
ことが必要ではないか。
　③工藤さんが、「賠償問題はお金だけで
なく、被害の実態を明らかにする意味があ
る」と述べたが、東京電力や政府は、お金
の面でもできるだけ節約し、被害を国民や
地域社会に転嫁するという姿勢なので、金
額も含めて被害の実態を明らかにしていく
ことが非常に大事だと思う。
　④尊敬する宇沢弘文さんは『社会的共通
資本』（岩波新書）で、社会保障の問題に
関連して、天災や交通事故、病気などによっ
て発生する実質所得の低下という問題を扱
うなか、経済学の本来の役割は、効率だけ
でなく「社会的正義」や「社会的公正」と
いうものが大事だと言っている。公正・平
等という観点から、被害が生じなかったと
きに享受したであろう実質生活水準を基準
にして補償がなされる必要があると述べて
いる。「社会的共通資本」の観点からすると、
補償は、被害が生じる前の元の状態に戻す
ための経済的な措置や社会的な支援である
ことが望ましい。そういう点でも、損害賠
償の裁判は、単にお金の問題ではなくて、
元の暮らしに戻るための闘いであり、奪わ
れた現在・未来とともに、過去の暮らしに
戻すことが本来の賠償であると理解してい
いのではないかと思うので紹介したい、と
の発言があり全体が結ばれた。
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